
議案第４７号 

 
   協定項目８ 一般職の職員の身分の取扱いについて 
 
一般職の職員の身分の取扱いについて、次のとおり提出する。 
 
平成１６年５月２７日提出 

 
富山地域合併協議会 
会 長  森  雅 志 

 
 

一般職の職員の身分の取扱いについて 
 
 
１ 7市町村の一般職の職員については、すべて新市の職員として引き継ぐも
のとする。 
 なお、職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員

管理の適正化に努めるものとする。 
 
２ 職員の任免及び勤務条件については、人事管理及び職員の処遇の適正化

の観点から、統一するものとする。 
 
３ 職員の給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から、調整

し統一を図るよう努めるものとする。 

 
 
 



市長部局 2,280 (2,505) 町長部局 161 (165) 町長部局 118 (124) 町長部局 200 (207)

教育委員会事務部局 473 (556) 教育委員会事務部局 45 (48) 教育委員会事務部局 10 (13) 教育委員会事務部局 44 (47)

選挙管理委員会事務部局 6 (7) 選挙管理委員会事務部局 1 選挙管理委員会事務部局 選挙管理委員会事務部局 3

監査事務部局 7 (8) 監査事務部局 3 監査事務部局 監査事務部局 1

農業委員会事務部局 9 (12) 農業委員会事務部局 3 (2) 農業委員会事務部局 1 (1) 農業委員会事務部局 2

議会事務部局 20 (21) 議会事務部局 3 (3) 議会事務部局 3 (3) 議会事務部局 3 (3)

公営企業 183 (218) 公営企業 5 (5) 公営企業 3 (4) 公営企業 5 (7)

消防 319 (339) 消防署 25 (25) 消防 23 (23) 固定資産評価審査委員会 1

学校以外の教育機関 6 (6) 消防 25 (26)

計 3,297 (3,666) 計 241 (248) 町立学校 21 (30) 計 277 (290)

計 185 (204)

派遣職員等 128 派遣職員等 8 派遣職員等 6 派遣職員等 4

※平均年齢 ※平均年齢 ※平均年齢 ※平均年齢

町長部局 233 (234) 村長部局 38 (43) 村長部局 34 (40)

教育委員会事務部局 60 (74) 教育委員会事務部局 7 (9) 教育委員会事務部局 2 (6)

選挙管理委員会事務部局 10 選挙管理委員会事務部局 1 選挙管理委員会事務部局 3

監査事務部局 1 (1) 監査事務部局 1 監査事務部局 3

農業委員会事務部局 3 (3) 農業委員会事務部局 1 農業委員会事務部局 2

議会事務部局 3 (3) 議会事務部局 1 議会事務部局 3

公営企業 8 (8) 公営企業 8 (10)

消防 32 (32)

計 340 (355) 計 53 (62) 計 36 (46)

派遣職員等 3 派遣職員等 1 派遣職員等 1

※平均年齢 ※平均年齢 ※平均年齢

＊「派遣職員等」の欄には、条例に規定する定数外とする職員の数を記載。
＊大沢野町＝選挙管理委員会・監査委員会・農業委員会（１人）については、町長部局の一般職員を兼任せしめることができる。

４０歳７月 ４２歳７月 ３８歳５月

八尾町　（　）内は条例定数

４２歳９月４２歳８月 ４１歳９月 ４１歳４月

＊山田村・細入村＝選挙管理委員会・監査委員会・農業委員会・議会については、村長部局の一般職員を兼任せしめることができる。
＊八尾町＝選挙管理委員会・監査委員会・農業委員会・固定資産評価審査委員会については、町長部局の一般職員を兼任せしめることができる。

　職員定数・職員の平均年齢（平成１６年４月１日現在）

　合計：４，４２９人＋派遣職員１５１人＝４，５８０人（４，８７１人）

婦中町　（　）内は条例定数 山田村　（　）内は条例定数 細入村　（　）内は条例定数

富山市　（　）内は条例定数 大沢野町　（　）内は条例定数 大山町　（　）内は条例定数
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一般職給料表 １１級制 行政職給料表 ８級制 一般給料表（一） ８級制 行政職給料表 ８級制

消防職給料表 ８級制 技能労務職給料表 ６級制 一般給料表（二） ６級制 単労職給料表 ６級制

教育職給料表  ５級制

研究職給料表  ５級制

医療職給料表  ４級制

技能職給料表  ３級制

企業職給料表 １１級制

行政職給料表（一） ８級制 行政職給料表 ７級制 行政職給料表 ７級制

行政職給料表（二） ６級制 技能労務職給料表 ３級制 技能労務職給料表 ３級制

　給　料　表

婦中町 山田村 細入村

富山市 大沢野町 大山町 八尾町



１級 主事、技師 １級 主事、技師 １級 主事、技師 １級 主事、技師

２級 主事、技師 ２級 主事、技師 ２級 主事、技師 ２級 主事、技師

３級 主事、技師 ３級 主事、技師 ３級 主事、技師 ３級 主事、技師

４級 係長、主査、副主任、主事、技師 ４級 主任 ４級 主任、主事、技師 ４級 主任

５級 係長、主査、副主任 ５級 係長、主査、主任 ５級 係長、主任 ５級 係長、主査

６級 係長、主査、副主任 ６級 課長代理、係長、主査 ６級 課長代理、係長、主任 ６級 課長補佐、係長、主査

７級 課長代理、副主幹 ７級 副主幹、課長代理 ７級 課長代理、係長 ７級 主幹、課長補佐、係長

８級 課長、主幹 ８級 次長、課長、主幹 ８級 課長、主幹 ８級 課長、主幹

９級 部次長、参事

１０級 部長、理事

１１級 部長、理事

１級 主事、技師 １級 主事、技師 １級 主事、技師

２級 主事、技師 ２級 主事、技師 ２級 主事、技師

３級 主事、技師 ３級 主事、技師 ３級 主事、技師、主任

４級 主任 ４級 係長、主任 ４級 係長、主査、主任、所長代理

５級 係長、主査、上級主任 ５級 主幹、課長代理、所長代理、係長、主任 ５級 課長代理、係長、所長代理

６級 上級係長、主査 ６級 課長、所長、所長代理、主幹 ６級 課長、所長、主幹、課長代理

７級 主幹、課長補佐、副主幹 ７級 課長 ７級 課長

８級 課長

　行政職標準職務表

婦中町 山田村 細入村

富山市 大沢野町 大山町 八尾町



関　係　法　令

　（職員の身分取扱い）
第９条　合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職に在る合併関係市町村の
　一般職の職員が引き続き合併市町村の職員としての身分を保有するように措置しなければならない。
２　合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分の取扱いに関しては、職員のすべてに通じて公正
　に処理しなければならない。

　（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員）
第３条　地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。
２　一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。
３　（略）

　（分限及び懲戒の基準）
第２７条　すべて職員の分限及び懲戒については、公正でなければならない。
２　職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任され、若しくは免職
　されず、この法律又は条例で定める事由による場合でなければ、その意に反して、休職されず、又、
　条例で定める事由による場合でなければ、その意に反して降給されることがない。
３　（略）

　（降任、免職、休職等）
第２８条　職員が左の各号の一に該当する場合においては、その意に反して、これを降任し、又は免職
　することができる。
　（１）勤務実績が良くない場合
　（２）心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合
　（３）前２号に規定する場合の外、その職務に必要な適格性を欠く場合
　（４）職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合
２～４　（略）

○地方公務員法（昭和25年法律第261号）　抜粋

一 般 職

○市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第6号）　抜粋


